入 札 説 明 書 


























この 入札 説明 書 は 、 岩 手 県 が 発注 する 委託 業務 契約 に 関し 、 一 般 競 争 入札 に 参加 し よう と する 
者 (以下 「 入 札 参 加 者 」 と いう 。) が 熟知 し 、 か つ 遵 守 し な けれ ば な ら な い 一 般 的 事項 を 明らか に 
する も の で ある 。 























1 競争 入札 に 付す る 事項 













































































(1) 業務 名 都 南 浄化 セン ター ほか 消防 用 設備 定期 点検 業務 委託 

(2) 業務 概要 都 南 浄化 セン ター ほか 消防 用 設備 定期 点検 業務 委託 特記 仕様 書 に よる 
(3) 履行 期間 契約 日 の 翌日 一 令 和 5 年 3 月 15 日 

(4) 履行 場所 盛岡 市 東 見 前 地内 ほか 











2 入札 参加 資格 
次 の 全て を 満た す 者 で ある こと 。 
な お 、(6) に 示す 入札 参加 資格 に つい て は 、 岩 手 県 警察 本 部 に 照会 する 場合 が ある 。 
(1) 地方 自治 法 施 行 令 (昭和 22 年 政令 第 16 号 ) 第 167 条 の 4 の 規定 に 該当 し な い 者 で ある こ 
ES 
(2) 令 和 4・5・6 年 度 庁舎 等 管理 業務 競争 入札 参加 資格 者 名 簿 に 「 設 備 の 保守 管理 (消防 設 
備 )」 業 務 の 有 資 格 者 と し て 登載 され て いる 者 で 、 盛岡 広域 振興 局 管内 に 本 店 又は 名 答 に 「 支 

店 等 」 と し て 登録 され て いる 営業 所 等 (岩手 県 内 に 本 店 を 有する 者 の 営業 所 等 に 限る 。) を 有 
する こと 。 

(3) 消防 法 施行 規則 第 31 条 の 6 第 6 項 の 規定 に 基づき 、 特 記 仕様 書 に 記載 する 消防 用 設備 等 を 
点検 で きる 資格 を 有する 者 を 配置 で きる こと 。 

(4) 岩手 県 県 税 条例 (昭和 29 年 岩手 県 条例 第 22 号 ) 第 3 条 に 掲げ る 税目 及び 消費 税 の 滞納 が 
な いこ と 。 

(5) 民事 再生 法 (平成 11 年 法律 第 225 号 ) に 基づき 再生 手続 開始 の 申立 て を し て いる 者 若しくは 
再生 手続 開始 の 申立 て が な され て いる 者 ( 同 法 第 33 条 第 1 項 に 規定 する 再生 手続 開始 の 決定 
を 受け た 者 を 除く 。) 又は 会 社 更 生 法 (平成 14 年 法律 第 154 号 ) に 基づき 更生 手続 開始 の 申立 
て を し て いる 者 若しくは 更生 手続 開始 の 申立 て が な され て いる 者 ( 同 法 第 41 条 第 1 項 に 規定 
する 更生 手続 開始 の 決定 を 受け た 者 を 除く 。) で な いこ と 。 

(6) 事業 者 の 代表 者 、 役 員 (執行 役員 を 含む ) 又は 支店 若しくは 営業 所 を 代表 する 者 等 、 そ の 

経営 に 関与 する 者 が 、 横 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 第 77 

号 ) 第 2 条 第 6 号 に 規定 する 暴力 団員 又は 又 力 団 ( 同 条 第 2 号 に 規定 する 暴力 団 を いう 。) 若 
し く は 聞 力 団員 と 密接 な 関係 を 有 し て いる 者 で な いこ と 。 

(7) 平成 29 年 4 月 1 日 以降 、 受注 金額 が 100 万 円 以上 の 消防 用 設備 の 点検 に 関す る 業務 を 、 元 請 
と し て 1 回 以上 履行 し た 実績 を 有する こと 。 

(8) 入札 書 の 提出 の 日 か ら 藩 札 決定 の 日 まで の 間 に お いて 、 岩 手 県 か ら 県 営 建設 工事 に 係る 指 
名 停止 等 措置 基準 (以下 「 措 置 基準 」 と いう 。) に 基づく 指名 停止 の 措置 及び 庁舎 等 管理 業務 

















































































































































































































































































































dn 











































































































【 

























































































































































































































































































































































































の 委託 契約 等 に 係る 指名 停止 の 措置 を 受け て いな い 者 で ある こと 。 
(9) 庁舎 等 管理 業務 の 委託 下 約 等 に 係る 文書 警告 を 受け て いる 場合 、 入 札 書 提出 日 現在 に お い 
日 か ら 1 月 を 経過 し て いる こと 。 
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3 入札 参加 者 に 求め られ る 事項 
入札 参加 者 は 、 次 の 書類 を 令 和 4 年 5 月 30 日 (月 ) 
(2) の 場所 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 
また 、 入 札 参加 者 は 、 提 出し た 書類 に つい て 北上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 長 か ら 説明 を 求め 
られ た 場合 に は 、 説 明 を し な けれ ば な ら な い 。 
(1) 入札 参加 者 資格 を 証明 する 書類 
① 入札 参加 資格 審査 申請 書 [様式 1 ] 
② 納税 証明 書 (申請 書 を 提出 する 日 の 属す る 年 の 直前 1 年 間 に 岩 手 県 に 納付 し た 岩手 県 県 
税 条 例 (昭和 29 年 岩手 県 条例 第 22 号 ) 第 3 条 に 掲げ る 税目 の 納税 証明 書 (様式 第 111 呈 
イ ) 及び 消費 税 の 納税 証明 書 (税務 賭 が 発行 する 「 そ の 3 の 2」 又は 「 そ の 3 の 3」 を い 
う 。) の 写し 
③ 消防 用 設備 定期 点検 業務 に 関す る 履行 実績 調書 [様式 2] 
④ 資本 関係 ・ 人 的 関係 に 関す る 届出 書 [様式 3 ] 
⑤ 莉 約 書 [様式 4] 
(2) 入札 参加 者 は 、 本 説明 書 (特記 仕様 書 及び 別紙 契約 書案 を 含む 。 以下 「 説 明 書 等 」 と いう 。) 
を 踏ま えて 、 入 札 し な けれ ば な ら な い 。 





E 午 まで に (土日 祝祭 日 を 除く ) に 、17 
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4 資本 関係 等 の ある 者 の 参加 制限 
次 の いずれ か に 該当 する 関係 が ある 複数 の 者 (組合 (共同 企業 体 を 含む 。 4 (4) に お いて 同じ 。) 
に あっ て は その 構成 員 ) は 、 入 札 に 重複 し て 入札 参加 資格 審査 申請 書 を 提出 する こと が で き な 
















































































い 。 
な お 、 こ れ ら の 関係 に ある 複数 の 者 か ら 申 請 が あっ た 場合 は 、 そ の 全て の 者 の 入札 を 認め な 
いも の と する 。 


(1) 資本 関係 
以下 の いずれ か に 該当 する 二 者 の 場合 。 
ア 子会社 等 (会 社 法 (平成 17 年 法律 第 86 号 ) 第 2 条 第 3 号 の 規定 に よる 子会社 等 を い う 。 
以下 同じ 。) と 親会社 等 ( 同 法 第 2 条 第 4 号 の 規定 に よる 親会社 等 を いう 。 以下 同じ 。) 
の 関係 に ある 場合 
イ 親会社 等 を 同じ くす る 子会社 等 同士 の 関係 に ある 場合 
(2) 人 的 関係 
以下 の いずれ か に 該当 する 二 者 の 場合 .、 た だ し 、 ア に つい て は 、 会社 等 (会 社 法 施行 規 
則 (平成 18 年 法務 省令 第 12 号 ) 第 2 条 第 3 号 第 2 号 に 規定 する 会 社 等 を いう 。 以 下 同じ 。) 
の 一 方 が 民事 再生 法 (平成 11 年 法律 第 225 号 ) 第 2 条 第 4 号 に 規定 する 再生 手続 が 存続 中 の 
会 社 等 又は 再生 会 社 (会 社 更生 法 (平成 14 年 法律 第 154 号 ) 第 2 条 第 7 項 に 規定 する 更正 会 
年 を いう 。) で ある 場合 を 除く 。 































































































































































































で と 








ア 一 方 の 会 社 等 の 役員 (株 式 会 社 の 取締 役 (指名 委員 会 等 設置 会 社 に あっ て は 執行 役 ) 、 



























































持分 会 社 (合名 会 社 、 合資 会 社 若しくは 合同 会 社 を いう 。) の 業務 を 執行 する 社員 、 


























組合 





の 理事 又は これ ら に 準ずる 者 を いう 。 以下 同じ 。) が 、 他方 の 会 社 等 の 役員 を 現に 兼ね て 
























































イ 一 方 の 会 社 等 の 役員 が 、 他 方 の 会 社 等 の 民事 再生 法 第 64 条 第 2 項 駐 は 会 社 更生 
条 第 1 項 の 規定 に より 選任 され た 管財 人 (以下 「 管 財 人 」 と いう 。) を 現に 兼ね て 
へ 
























































ウ 一 方 の 会 社 等 の 管財 人 が 、 他 方 の 会 社 等 の 管財 人 を 現に 兼ね て いる 場合 























(3) 中 小 企業 等 協同 組合 法 (昭和 24 年 法律 第 181 号 ) 第 3 条 に 規定 する 中 小 企業 等 協同 組 





























と その 組合 員 又 は その 会 員 の 場合 
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(4) 組合 と その 構成 員 が 同一 の 入札 に 参加 し て いる 場合 その 他 上 記 1) か ら (3) と 同視 し う 











る 資本 関係 又は 人 的 関係 が ある と 認め られ る 場合 

















(5) 入札 参加 希望 者 が (1) か ら (4) の 制限 を 遵守 する 目的 で 辞退 する 者 を 決め る た め に 当 事 




















者 間 で 連絡 を 取る こと は 、 公 正 な 入札 の 確保 の 規定 に 抵触 する も の で は な い 。 








5 入札 の 方 法 等 








(1) 落札 決定 に 当たっ て は 、 入 札 書 に 記載 され た 金額 に 当該 金額 の 100 分 の 10 に 相当 する 額 を 
加算 し た 金額 (当該 金額 に 1 円 未満 の 端数 が ある と き は 、 そ の 端数 金額 を 切り 捨て た 金額 ) 
を も っ て 落札 価格 と する の で 、 入 札 参加 者 は 消費 税 及 び 地 方 消費 税 に 係る 課税 事業 者 で ある 
か 免税 事業 者 で ある か を 問わ ず 、 見 積もっ た 契約 希望 金額 の 110 分 の 100 に 相当 する 金額 を 






















































































入札 書 に 記載 する も の と する 。 



































(2) 入札 参加 者 は 、 入 札 書 の 記載 事項 を 訂正 する 場合 は 、 当 該 訂正 部 分 に つい て 押印 を し て お 















































か な けれ ば な ら な い 。 な お 、 人 金額 の 訂正 は する こと が で き な い 。 
また 、 そ の 提出 し た 入札 書 の 引き 換え 、 変 更 又 は 取消 し を する こと が で き な い 。 
(3) 入札 手続 き に 使用 する 言語 及び 通貨 は 、 日 本 語 及び 日 本 国 通貨 と する 。 


















































6 代理 入札 に 関す る 事項 





代理 人 に 入札 に 関す る 行為 を させ よう と する 者 は 、 入 札 書 の 提出 の 際 に 委任 状 を 提出 し な け 





れ ば な ら な い 。 


7 入札 書記 載 事項 
(1) 入札 年 月 日 
(2) 頭 書 に 「 入 札 書 」 で ある 旨 記 載 
(3) 入札 金額 
人 
あ 
人 

















(4) 札 件 名 

(5) て 名 北上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 長 」 と する 。) 

(6) 札 参 加 者 住所 ・ 氏 名 ・ 印 (委任 され た 者 が 入札 を 行う 場合 は 、 委 任 者 住所 ・ 氏 名 、 
者 氏名 ・ 印 ( 頭 書 に 「 上 記 代 理 人 」 と 記載 。) ) 
























































受信 


8 入札 及び 開札 の 日 時 及び 場所 等 


令 和 4 年 6 月 6 日 (月 ) 午後 1 時 30 分 北上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 3 階 第 2 会 議 室 














(入札 書 を 直接 持参 する こと 。 郵便 、 電 報 、 電 送 そ の 他 の 方 法 に よる 入札 は 認め な い 。) 
(1) 入札 場所 に は 入札 参加 者 又は その 代理 人 並び に 入札 執行 職員 及び 立会 い 職 員 以 外 の 者 は 入 
場 す る こと が で き な い 。 
(2) 入札 参加 者 又は その 代理 人 は 、 入 札 時 刻 後 に お いて は 、 入 札場 所 に 入場 する こと が で き な 








い 。 
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(3) 入札 参加 者 又は その 代理 人 が 連合 し 、 又 は 不穏 の 行動 を な す 等 の 場合 に お いて 、 入 札 を 公 








正 に 執行 する こ 

















と が で き な い と 認め られ る と き は 、 当 該 入札 参加 者 又は その 代理 人 を 入札 


























場所 か ら 退 去 さ せ 、 又 は 入札 を 延期 し 、 若 し く は 取り や め る こと が ある 。 


9 入札 保証 金 に 関す る 事項 





入札 保証 金 は 免除 する 。 








10 入札 へ の 参加 








(1) 3 Q①) に より 提出 され た 書類 を 審査 し た 結果 、 仕 様 を 満た す と 認め られ た 者 に 限り 、 入 札 
に 参加 で きる も の と する 。 
(2) 提出 書類 の 審査 結果 は 、 令 和 4 年 6 月 1 日 ( 水 ) まで に FAX に より 通知 する 。 








11 入札 の 無効 
































次 の いずれ か に 該当 する 入札 書 は 、 無 効 と する 。 
(1) 競争 入札 の 参加 資格 の な い 者 が 提出 し た 入札 書 
(2) 入札 参加 者 に 求め られ る 事項 を 履行 し な か っ た 者 が 提出 し た 入札 書 


























(3) 記名 押印 の な い 入 札 書 
(4) 入札 金額 を 訂正 し た 入札 書 





























(5) 誤字 脱字 等 に より 必要 事項 が 確認 で き な い 入札 書 











(6) 入札 件 名 の 表示 
(7) 同一 入札 参加 者 文 は 代理 人 が 2 つ 以 上 提出 し た 入札 書 




















に 重大 な 誤り が ある 入札 書 




















(8) 委任 状 を 提出 し な いで 代理 人 が 提出 し た 入札 書 


(9 


ュ ン 


12 落札 者 の 決定 方 法 
(1) 本 件 委託 業務 に 
あっ て 、 流 域 下水 道 事業 財務 規則 ( 令 和 2 年 岩手 県 規則 第 30 号 ) 第 188 条 の 規定 に より 決定 
され た 予定 価格 の 1 


(2) 落札 と な る べき 





か せ 、 落 札 者 を 決定 する も の と する 。 








その 他 入 札 に 関す る 条件 に 違反 し て 提出 し た 入札 書 




















際 る 入札 公告 及び 入札 説明 書 で し た 要件 の 全て を 満た し て いる 入札 者 で 

















ln 






































凍 限 の 範囲 内 で 最低 の 価格 を も っ て 有効 な 入札 を 行っ た 者 を 落札 者 と する 。 




















同 価 の 入札 を し た 者 が 2 人 以上 ある と き は 、 直 ち に 当該 入札 者 に くじ を 引 








(3) (2) の 同 価 の 入札 を し た 者 の うち 、 立 ち 会 っ て いな い 者 又は くじ を 引か な い 者 が ある と き は 、 














当該 入札 者 に 代わ っ て 入札 執行 事務 に 関係 の な い 職員 が くじ を 引き 、 落 札 者 を 決定 する も の 




















と する 。 
(4) 落札 者 が 契約 者 の 指定 する 期 




















日 に 契約 を 締結 し な いと き は 、 落 札 を 取り 消す こと が ある 。 








13 再度 入札 に 関す る 事項 

















































































































(1) 最初 の 入札 に お いて 落札 者 が いな い 場 合 は 、 そ の 場 で 直ちに 再度 入札 に 付す る 。 再度 入札 
し て も 落札 者 が いな い 場 合 は 、 同 様 に 3 回 目 の 入札 を 行う も の と する 。 
(2) 開札 に 立ち 会 わな い 競 争 参 加 者 又は その 代理 
だ 





人 は 、 再 度 入札 に 加わ る こと が で き な い 。 ま 
8 (3) に より 、 入 札場 所 か ら 退 示さ せら れ た 者 も 、 同 様 と する 。 


14 契約 成立 要件 
落札 の 決定 後 、 








落 札 者 が 次 に 掲げ る 要件 を 満た さ な く な っ た 場合 又は 満た さ な い こと が 判 
明 し た 場合 は 、 当 
(1) 会 社 更生 法 (平成 14 年 法律 第 154 号 ) に 基づき 更生 手続 開始 の 





この 入札 に 付す る 委 記 業務 に 係る 請負 契約 書 を 作成 し 、 契 約 が 確定 する まで 
の 間 に お いて 、 当 該 落 
































は 民事 再生 法 ( 







































































I 立 が な され て いる 者 又 
F 成 11 年 法律 第 225 号 ) に 基づき 再生 手続 開始 の 申立 が な され て いる 者 (県 
が 別に 定め る 入札 参加 資格 の 再 認定 を 受け た 者 を 
(2) 岩手 県 か ら 措 















































除く 。) で な いこ と 。 
直 基 準 に 基づく 指名 停止 の 措置 を 受け て いな いこ と 。 
(3) 岩手 県 か ら 庁 舎 等 管理 業務 の 委託 違約 に 係る 指名 停止 の 措置 
な いこ と 。 


日 下 













































































又は 文書 警告 を 受け て い 
































事業 者 の 代表 者 、 役 員 (執行 役員 を 含む 。) 又は 支店 若しくは 営業 所 を 代表 する 者 等 、 そ 
の 経営 に 関与 する 者 が 、 又 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 に 規定 する 暴力 
若しくは 箇 力 団員 と 密接 な 関係 を 有 き し て いる 者 で な いこ と 。 

















ユエ 
mm 




















財 員 又は 李 力 団 
































15 契約 に 関す る 事項 



























































(1) 契約 手続 き に お いて 使用 する 言語 及び 通貨 は 、 日 本 語 及 び 日 本 国 通貨 に 限る 。 
(2) 契約 保証 金 は 契約 金額 の 100 分 の 5 以上 の 額 と する 。 
た だ し 











、 落札 者 が 保険 会 社 と の 間 に 岩 手 県 を 被 保険 者 と する 履行 保証 契約 を 締結 し た と き 
は 、 契 約 保証 金 の 全部 又は 一 部 の 納付 を 免除 する 。 
(3) 契約 の 条項 は 別 添 「 契 約 書案 」 の と お り と する 。 























約 書 


16 本 説明 書 等 に つい て の 疑義 
(1) 本 説明 書 等 に つい て 疑義 が ある 場合 に は 、 令 和 4 年 5 
上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 長 まで 
(2) 前 号 の 疑義 に 対す る 


(8 























3 30 日 




















(月 ) まで に 書面 に より 北 











し 出る こと が で きる 。 
回 答 は 、 入札 参加 資格 審査 申請 者 全 


全員 に 




















まで に 回 答 書 を FAX に て 通知 する 。 











対し 令 和 4 年 6 月 2 日 





( 木 ) 
17 その 他 必 要 な 事項 
(1) 入札 参加 者 又は 契約 の 相 ヨ 


方 が 本 件 入札 又は 契約 に 関し て 要する 費用 は 、 す べ て 入札 参加 
者 又は 契約 の 相手 方 の 負 
































負担 と し 、 本 件 入札 が 中 止 さ れ た 場合 等 で あっ て も その 補償 を 請求 す 














る こと が で き な い も の と する 。 
(2) 入札 及び 契約 に 関す る 事務 を 担当 する 部 局 の 名 称 及 び 所 在 地 


北上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 経営 総務 
〒020-0832 岩手 県 盛岡 市 東 見 前 3-10-2 
電話 : 019-638-2721 
























































